古物営業許可申請の手引き
○古物営業法とは

　

盗品等の売買の防止、速やかな発見等を図るため、古物営業に係る業務について必要な規制等を行い、もつて窃盗その他の犯罪の防止を図り、及びその被害の迅速な回復に資することを目的とする。中古品の買取や販売を行う者は、店舗のある都道府県の公安委員会に届出をして古物商許可証を得なくてはいけません。

又、ネットオークションやネットショップでの不用品を売買するにも平成１５年４月から施行された改正古物営業法では、対面以外の通信手段（インターネット）を用いた買取・委託販売についても、売主をきちんと確認する義務と方法が追加されています。
○「古物商」許可申請手続き

　イ）許可申請用紙（Ａ４の薄紙）に必要事項を記入し、添付書類※表１、２参照『証明写真1枚、営業所又は自宅の付近見取り図、事務所・土地の資産証明書、賃貸契約書（写し）、土地・建物の使用承諾書、身分証明書、住民票謄本、履歴書、誓約書、納付書（￥19,000の証紙）、登記されていないことの証明書、※法人登記事項証明書、住居表示変更証明』を正本と副本の2部を提出する。副本は、すべてコピーでも可。許可後は、申請者に返還されます。

　ロ）許可台帳は申請書とまったく同じ内容の「許可申請書」と記載された厚紙の用紙です。許可となった場合の許可台帳となります。この用紙は、許可申請書類とは、別途に提出してください。

　ハ）申請手数料は、19,000円となっております。証紙で納付します。

ニ）古物標章（プレート）を許可後に購入します。（防犯協会に申し込む、費用は￥2,000）

プレートの代金は、申請手数料には、含まれていません。

　　　
	表１
	個人許可の申請
	法人許可の申請

	証明写真
	申請者本人と営業所の管理者の全員
	正
1枚
	監査役を含めた役員全員及び管理者の全員
	各正副
２通

	付近見取り図
	営業所又は自宅
	各正副
２通
	営業所又は自宅
	各正副
２通

	資産証明書
	土地の資産証明
	各正副
２通
	土地・家屋使用承諾書

賃貸契約書（写し）
	各正副
２通

	住　民　票
	申請者本人と営業所の管理者の全員
	各正副
２通
	監査役を含めた役員全員及び管理者の全員
	各正副
２通

	身分証明書（※１）
	同　　上
	各正副
２通
	同　　上
	各正副
２通

	登記事項証明書（※２）
	同　　上
	各正副
２通
	同　　上
	各正副
２通

	誓　約　書
	同　　上
	各正副
２通
	同　　上
	各正副
２通

	表２
	個人許可の申請
	法人許可の申請

	履　歴　書
	申請者本人と営業所の管理者の全員
	各正副
２通
	監査役を含めた役員全員及び管理者の全員
	各正副
２通

	納付書
	証紙￥19,000
	正1通
	証紙￥19,000
	正1通

	登記簿謄本
	－
	－　
	　
	正副２通

	定款の写し
	－
	－　
	　
	正副２通


	※１
	　申請者の本籍が所在する市区町村長が発行するもので、申請者が「成年被後見人・被保佐人等」に該当しないことを証明したもの。

	※２
	　法務局が発行するもので、「成年被後見人・被保佐人」に『登記されていないこと』を証明したもの。


